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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
少なくとも２つの終端装置と少なくとも２つの線路区間とを有する送電線のための故障位
置検出システムであって、
ノードにおける電圧降下及び電流の値が決定される、前記少なくとも２つの線路区間の各
々に共通なタップと、
前記少なくとも２つの終端装置のそれぞれにおいて、電流信号および電圧信号により三相
電圧および三相電流を表す第１の手段と、
前記電圧降下及び電流の信号及び電圧および電流フェーザの測定値を使用して、前記送電
線の前記少なくとも２つの線路区間のうちどれが故障のある故障線路区間であるかを判定
する第２の手段と、
前記ノードの各線路区間の前記電圧降下及び電流の値と、前記電圧および前記電流フェー
ザの信号を使用して、前記故障が位置する故障線路区間の前記少なくとも２つの終端装置
の１つの終端装置からの分数故障位置を判定する第３の手段と、
前記分数故障位置と、前記故障が位置する前記故障線路区間の長さとを使用して、前記故
障線路区間における前記故障の位置を判定する第４の手段と、
を備える故障位置検出システム。
【請求項２】
単一の電圧および電流が使用されて、前記少なくとも２つの終端装置のいずれか１つにお
ける前記電圧および電流の測定値を表す請求項１記載の故障位置検出システム。
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【請求項３】
前記電圧信号および電流信号は、どの故障種別に対しても非ゼロである請求項１記載の故
障位置検出システム。
【請求項４】
前記電圧信号および電流信号は、大地電流あるいは零相電流に影響されない請求項１記載
の故障位置検出システム。
【請求項５】
前記故障位置は、隣接する線路区間との相互結合の量を推定することにより計算される請
求項１記載の故障位置検出システム。
【請求項６】
少なくとも２つの終端装置と少なくとも１つの線路区間と少なくとも１つの共通タップと
を有する送電線上の故障位置を検出する方法であって、前記方法は、
前記少なくとも２つの終端装置のそれぞれにおいて、電流信号および電圧信号により三相
電圧および電流を表すことと、
共通ノードにおける各路線区間における電圧降下及び電流の値を決定することと、
前記電圧信号と該電圧信号の計算された前記電圧降下の値を使用して、前記送電線の前記
線路区間のうちどれが故障のある故障線路区間であるかを判定することと、
前記電圧および電流フェーザの信号と前記電圧降下及び電流の値を使用して、前記故障が
位置する故障線路区間の前記少なくとも２つの終端装置の１つの終端装置からの分数故障
位置を判定することと、
前記少なくとも２つの終端装置の１つ終端装置からの分数故障位置と、前記故障が位置す
る前記故障線路区間の長さとを使用して、前記故障線路区間における前記故障の位置を判
定することと
を備える方法。
【請求項７】
前記少なくとも２つの終端装置のいずれか１つにおける前記電圧および電流の測定値を表
すために単一の電圧および電流が使用される請求項６記載の故障位置検出方法。
【請求項８】
前記電圧信号および電流信号は、どの故障種別に対しても非ゼロである請求項６記載の故
障位置検出方法。
【請求項９】
前記電圧信号および電流信号は、大地電流あるいは零相電流に影響されない請求項６記載
の故障位置検出方法。
【請求項１０】
前記故障位置の判定は、隣接する線路区間との相互結合の量を推定することにより計算さ
れる請求項６記載の故障位置検出方法。
                                                                                
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の分野は、送電線の故障の識別と位置特定に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電力系統線上の故障の位置を正確に判定し、およその故障インピーダンスを推定できる
ことは、現場作業員を迅速に派遣することを助け、検査の高速化と修理時間の短縮化を促
し、それらがすべて、影響を受ける送電線のより迅速な復旧につながることから重要であ
る。その一方で、正確な故障位置の特定は、技術的難題でもある。これは主として、故障
位置の推定は、線路終端装置で収集される非常に限られた量の情報のみに基づいて行われ
るためである。克服しなければならない問題には、有限な送電線のモデリング精度、機器
測定の誤差、線路モデルおよびシステムモデルのパラメータの推定誤差、隣接する電力系
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統送電線との結合、未知でしばしば非線形である故障抵抗、結果として利用可能なデータ
の窓が短時間であることにつながる有限な故障の持続時間、がある。
【０００３】
　故障位置の特定は、一般に、距離ベースの電力系統の保護継電器の機能への付加として
行われる。最も一般的な方式では、１つの線路終端装置から得られる電圧と電流の測定値
を使用して、各種の仮定と近似を用いて故障の位置を推定する。このような手法は、シン
グルエンド法と呼ばれ、あまり正確ではない。絶対的な精度に欠けるのは、主として、線
路の一端から得られる測定値に基づく線路とシステムのモデルから導出できる式よりも未
知数が多いことの結果である。その結果、仮定が立てられる。様々な仮定は、様々なシン
グルエンドの故障位置特定法をもたらす。所与の故障状況でそれらの仮定が満たされる時
、故障位置特定の結果は正確である。仮定が満たされない場合は、この方法に固有の誤差
が生じ、この誤差は非常に大きい場合もある。
【０００４】
　２つ以上の線路終端装置からの情報を利用する故障位置特定システムは、マルチエンド
故障位置特定器と呼ばれる。マルチエンドの故障特定器は、シングルエンド方式の大きな
弱点は解消するが、地理的に離散した線路終端装置から、実際の故障特定計算が行われる
１つの場所に通信チャネルでデータを中継することを必要とする。マルチエンドの故障位
置特定法の中には、線路終端装置間でデータの同期を必要とするものもある。この２つの
要件のために、マルチエンド故障位置特定法は、実施するのが困難となっている。例えば
、米国特許第６，２５６，５９２号は、故障発生時の逆相電流の絶対値および逆相インピ
ーダンスの絶対値と角度値を使用して電力線上の故障の位置を特定するマルチエンドシス
テムを記載する。マルチエンドシステムの２つの終端装置間で絶対値と角度の情報が送信
されて、その情報から故障位置の地点を求めることができる。米国特許第６，２５６，５
９２号は、逆相電流の情報を用いて、終端装置間で送信しなければならないデータ量を減
らすことにより、近実時間で結果を生成する。米国特許６，８７９，９１７号は、正相ま
たは逆相の電流および電圧を使用して故障の位置を特定する。大半の故障種別は、この特
許の逆相法で対応できる。三相の平衡故障は逆相信号を全く生成せず、そのため、米国特
許第６，８７９，９１７号の逆相法を用いることができない。そのため、前記特許の方法
は、この弱点を解消するために正相に基づく数式を加えている。その結果、２組の計算を
同時に行わなければならず、そうでなければ、低精度の故障種別の特定を行わなければな
らない。
【０００５】
　故障種別を特定する必要性は、通信帯域が限られた実時間システムにとっては弱点とな
る。位置特定器の遠隔部分は、逆相に基づく信号と正相に基づく信号の両方を送信する必
要があり、そうでなければ、特定器の２つの部分は、故障種別の特定に関して完璧に動作
しなければならない。１つの部分が逆相に基づく情報を送信し、もう一方の部分がその情
報を正相に基づく情報と組み合わせた場合には、故障の距離の推定に大きな誤差が生じる
。
【０００６】
　典型的なシングルエンドまたはマルチエンドの位置特定器は、故障種別の知識、すなわ
ち、どの導線が何本その故障に関係しているかの知識、同じ送電塔にある、あるいは近接
して位置する隣接線路との相互結合の知識、およびいくらかの他の補助的情報を必要とす
る。こうした追加的な要素は別個の手順を通じて得られ、主要部である故障位置特定手順
に誤りとともに伝達された場合には、故障位置特定の精度全体に影響を与える。
【特許文献１】米国特許第６，２５６，５９２号
【特許文献２】米国特許第６，８７９，９１７号
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　誤差をさらに低減することができ、故障発生後に迅速に結果を生成することが可能な、
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送電線上の故障の位置を正確に特定する他の方法がなお必要とされる。保護継電器と一体
化された位置特定器など、実時間または近実時間で作動するマルチエンドシステムには、
通信のための帯域幅の要件と、特に、送電線が備える異なる終端装置間で送信する必要の
ある情報の量を制限することが重要である。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の一実施形態による故障位置検出システムは、送電線のすべての末端から得られ
る独自設計の複合電流および電圧の同期されたフェーザ測定値と、基本的な回路網方程式
とを利用する。本システムは、２つ以上の終端装置を備える送電線に適用することができ
る。特別に作成された複合信号のみを用いることにより、本方法は、故障種別、故障抵抗
、隣接線路との総合結合の量、または所与の線路の零相（zero sequence）インピーダン
スの知識を必要としない。零相インピーダンスの値を無視できることにより、本方法は、
零相インピーダンスが変動し、零相インピーダンスの扱いが難しいケーブル線路に応用す
るのに有用である。
【０００９】
　本発明のさらなる実施形態では、故障の位置が特定されると、故障インピーダンスが推
定される。本発明のさらに別の実施形態では、本システムは、線路の充電電流の影響が補
償される。
【００１０】
　本発明を特徴づける新規性の様々な特徴は、本開示に添付され、本開示の一部をなす特
許請求の範囲で詳細に指摘される。本発明、その動作上の効果、およびその使用により得
られる利益をよりよく理解するために、添付図面と説明物を参照する。添付図面は、本発
明の多くの形態の例を示すことを目的とする。図面は、本発明がなされ、使用されること
ができるすべての方式の制限を示すものではない。言うまでもなく、本発明の各種構成要
素の変更および置換を行うことができる。本発明は、ここに記載される要素のサブコンビ
ネーションおよびサブシステム、およびそれらを使用した方法にも存する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　ここに実施される本発明の故障検出システムは、送電線のすべての末端における同期さ
れた電圧および電流の測定値により、複合信号と関連するネットワークのみを用いて、仮
定や近似を行わずに回路網方程式を直接用いて故障の位置を計算することが可能になると
いう発想に基づく。複合信号は、故障種別に関係なく複合信号中に外乱があるように作成
される。故障地点における複合電圧は、終端装置(terminal)における複合電圧、複合電流
、および適切なインピーダンスを用いて、各末端における電圧から、故障までの線路電圧
降下を減算することにより、線路の各末端から計算することができる。この複合信号モデ
ルでは未知数より式が多く、そのため、線路のすべての末端から行われた故障電圧の推定
結果に一致する故障位置を求めることができる。これによりシステムが簡略化され、線路
の零相インピーダンスなど、本質的な精度の制約がある可能性のある仮定とモデルパラメ
ータをともに取り除くことにより、システムが非常に正確になる。２終端システムと３終
端システムの仕組みおよび計算は同様であり、本明細書のまず課題を解決するための手段
で、次いで添付図面を参照してさらに説明する。
【００１２】
　２終端システムでは、測定についてのアルゴリズムを各終端装置で個別に実行する。ど
ちらか１つの結果で、故障の位置を特定するのに十分である。両終端装置は、同じデータ
に適用される全く同じ数式を用いるため、全く同じ故障の位置特定を計算することになる
。この事は、線路の両端で同一の数式が実行される点で計算が対称的であり、また、その
結果が既知の関係にとどまる点で冗長であると要約することができる。したがって、２終
端システムは、計算結果を比較して精度を保証することができる。２終端システムのさら
なる実施形態では、システムは、後に故障の位置とローカルの測定結果から各終端装置に
おける故障抵抗を計算するように構成することができ、そのため、各終端装置は、若干異
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なる推定値を計算して構わない。２つの推定値を平均して精度を高める。
【００１３】
　３終端装置システムでは、３つの終端装置すべてからの情報を有する各終端装置でアル
ゴリズムを実行する。１つの通信チャネルが故障した場合には、アルゴリズムを実行する
のは３つの終端装置のうち１つのみになる可能性がある。このシステムアルゴリズムは、
２つの部分からなる。１つの部分は、故障のある線路区間を求め、第２の部分は、故障の
ある区間における故障の位置を特定する。２終端装置システムと同様に、このアルゴリズ
ムは、各終端装置で全く同じ故障位置を計算する。しかし、各終端装置は、若干異なる故
障抵抗を報告する可能性がある。故障抵抗の計算の精度は、各終端装置から得られる求め
られた値を後の段階で平均することによって高めることができる。
【００１４】
　次いで図面を参照すると、図１は、２終端装置の送電線のための複合信号ネットワーク
１００を示す。図面では、同じ要素または関連する要素は、同様の参照符号を使用して示
す。第１の終端装置１０５と第２の終端装置１１０の間の故障個所における複合信号ネッ
トワーク中の外乱が、故障１５０を特徴づける。本システムの故障位置特定アルゴリズム
は、故障１５０個所における複合電圧を明示的に求めることを必要としない。代わりに、
このアルゴリズムは、代わりに他の情報を使用することにより、故障位置特定のための数
式から故障電圧Ｖ（Ｆ）を取り除く。
【００１５】
　このシステムのアルゴリズムは、以下の故障測定値および設定値に基づく。
【００１６】
　　Ｉ（１）＝第１の終端装置１０５で線路に流れ込む複合電流フェーザ
　　Ｉ（２）＝第２の終端装置１１０で線路に流れ込む複合電流フェーザ
　　Ｖ（１）＝第１の終端装置１０５における複合電圧フェーザ
　　Ｖ（２）＝第２の終端装置１１０における複合電圧フェーザ
　　Ｚ＝複合線路インピーダンス
　　Ｌ＝第１の終端装置１０５と第２の終端装置１１０間の線路長
　初めに複合信号を定義しなければならない。この信号は、このような複合動作信号を作
成する前に故障種別の特定が必要とされないように、どの故障種別（対称故障、不平衡故
障、地絡故障、または大地からの絶縁）に対しても非ゼロの動作量を提供することを目的
として選択される。別の目的は、大地に流れる電流の影響をなくすように複合信号を作成
することである。これは、他の線路との相互結合の影響に関して精度を高めるためである
。さらに別の目的は、送電線の各種終端装置に配置された故障位置特定システムの各部分
間で交換されるデータの量が最小になるように、１つの電流と電圧で状況を表すことであ
る。
【００１７】
　本発明は、故障位置の特定を目的として、一般化されたＣｌａｒｋｅ変換を使用して電
圧および電流を表す。従来のＣｌａｒｋｅ変換は、瞬時値とフェーザ値の両方に機能し、
その成分の一つに対して次の数式を用いる。
Ｖ＝（１／３）＊（２＊ＶＡ－ＶＢ－ＶＣ）　　（１）
上記の式は、ＢＣ故障に対してはゼロになるという弱点があり、そのため、あらゆる状況
下で故障を表す信号を伝達するという要件を満たさない。そのため、数式（１）を本発明
により次のように一般化する。
Ｖ＝（１／３）＊（２＊ＶＡ－ｂ＊ＶＢ－（ｂ＊）＊ＶＣ）　　（２）
ｂは、
ｂ＝１＋ｊ＊ｔａｎ（ａｌｐｈａ）　　（３ａ）
によって与えられる複素数であり、ｂ＊はｂの共役であり、数学的には、
ｂ＊＝１－ｊ＊ｔａｎ（ａｌｐｈａ）　　（３ｂ）
であり、ａｌｐｈａは、任意の角度である。ａｌｐｈａ＝０で、本発明の一般化されたＣ
ｌａｒｋｅ変換が、従来のＣｌａｒｋｅ変換になることに留意されたい。本明細書に開示
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される方法の特定の一実施では、ａｌｐｈａ＝ｐｉ／４、すなわち４５度を用いる。ただ
し、多くの角度が、あらゆる種別の故障を表し、大地電流の結合の影響を受けないという
要件を満たすことに留意されたい。また、位相信号（Ａ、Ｂ、Ｃ）の多くの他の組み合わ
せが、あらゆる種別の故障を表し、大地電流の結合に影響されないという要件を満たすこ
とにも留意されたい。本発明は、大地電流が当該信号に影響せず、かつ当該信号がすべて
の故障種別について非ゼロになるように、故障位置特定のために３つの測定された信号（
Ａ、Ｂ、Ｃ）を表す単一の信号が作成される方法を請求する。したがって、数式（１）か
ら（３）は単なる例であり、当業者は、この手法の多くの代法を導き出すことができる。
【００１８】
　対象となるすべての地点における相電流（ＩＡ、ＩＢ、ＩＣ）と電圧（ＶＡ、ＶＢ、Ｖ
Ｃ）の両方が、対象ネットワーク全体にわたって同じ変換方法を使用する一般化されたＣ
ｌａｒｋｅ変換などで、復号信号に変換される。この変換は、故障の位置を特定する装置
内で行われ、故障位置特定の方法と数式を導出する際にすべての信号に対して数学的に行
われる。
【００１９】
　送電線の充電電流が補償される相電流測定の場合は、複合電流信号を求める際に補償さ
れた相電流フェーザが使用され、その補償を最大限に活用した故障位置の推定値を提供す
る。充電電流の影響については下記でさらに説明する。
【００２０】
　これ以降、すべての計算は、複合電流および電圧を指す。
【００２１】
　分数単位または絶対単位のどちらかで故障の位置を知ることが求められる。
【００２２】
　　Ｆ＝第１の終端装置１０５からの分数故障位置（fractional fault location）
　　Ｄ＝Ｆ・Ｌ＝第１の終端装置１０５から故障１５０の位置までの距離
上記の分数故障位置と故障までの距離との直線比例は、均質な線路、すなわち、インピー
ダンスが線路の長さに沿って均一に分散している線路に該当することに留意されたい。均
質でない線路には、この直線比例は当てはまらない。しかし、本開示の方法は、非均質な
線路にも容易に拡張することができる。説明を簡潔にするために、以下の説明では均質な
線路の事例を検討する。
【００２３】
【数１】

　数式（４）は、データ中の冗長性を利用している。未知数より多くの式があるため、最
小二乗平均適合を使用する。この式は、故障相、故障種別、故障抵抗、および隣接する送
電線との零相（大地電流）結合がある場合でも左右されない。
【００２４】
　数式（４）で用いられる送電線の合計線路インピーダンスの値Ｚを理解することが重要
である。この値は、もう一方の端に故障がある状態で線路の一端で測定された複合電圧と
複合電流の複合比である。故障の種別は関係せず、この比は故障種別に関係なく同じにな
ることに留意されたい。実際には、このインピーダンスは線路の逆相（negative sequenc
e）または正相（positive sequence）インピーダンスと等しく、容易に求めることができ
る。
【００２５】
　数式（４）は、第１の終端装置１０５および第２の終端装置１１０のどちらかまたは両
方で計算することができ、線路の対向する両端から測定した場合を除いて、全く同じ故障
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位置の推定値を生成する。認識されるように、２つの終端装置１０５、１１０の役割は、
数式（１）が計算される終端装置を変更する時には入れ替わる。２つのＦ値は、同じよう
に合計１になるはずである。
【００２６】
　測定およびパラメータの誤差のために数式（１）で生じる誤差は、ＣＴタイプの機器誤
差など、最悪の相対センサ誤差の２分の１に等しいことを示すことができる。これは、典
型的なＣＴ誤差および故障位置特定計測誤差の２．５～５％になる。
【００２７】
　上記の２終端装置アルゴリズムは、図２に示すような３終端装置システム２００に容易
に拡張される。第１の終端装置１０５からタップ２２０間の線路上に故障１５０がある場
合について、３終端装置システム２００の状況を図示する。他の２つの線路区間の１つに
故障１５０がある状況は図示しないが、線路の指数の巡回置換によって得ることができる
。
【００２８】
　次の測定値およびパラメータを利用できるものとする。
【００２９】
　　Ｉ（１）、Ｉ（２）、Ｉ（３）＝第１、第２、および第３の線路区間に流れ込む複合
電流フェーザ
　　Ｖ（１）、Ｖ（２）、Ｖ（３）＝第１の終端装置１０５、第２の終端装置１１０、お
よび第３の終端装置における複合電圧フェーザ
　　Ｚ（１）、Ｚ（２）、Ｚ（３）＝第１、第２、第３の線路区間の複素複合インピーダ
ンス
　　Ｌ（１）、Ｌ（２）、Ｌ（３）＝第１、第２、第３の線路区間の線路長
言うまでもなく、故障１５０がある線路区間と、対応する線路終端装置１０５、１１０、
１１５から故障１５０までの距離とを求めることが目標である。次のパラメータを使用し
て、故障１５０がある線路と、所与の終端装置から故障１５０までの距離を求める。
【００３０】
　　Ｎ＝故障のある線路区間の終端装置の指数（＝１、２、または３）
　　Ｆ＝Ｎ番目の終端装置１０５、１１０、１１５からの分数故障位置
　　Ｄ＝Ｆ・Ｌ（Ｎ）＝Ｎ番目の終端装置１０５、１１０、１１５から故障１５０の位置
までの距離
　最初に、タップ地点と任意の終端装置間に故障のない状態を仮定して、第１、第２、第
３の終端装置１０５、１１０、１１５それぞれから開始して、タップ２２０における電圧
の３つの別個の推定を行う。したがって、故障位置特定アルゴリズムは、次のタップ電圧
の推定値を用いる。
【００３１】
【数２】

ＶＴ（１）、ＶＴ（２）、ＶＴ（３）はそれぞれ、第１の終端装置１０５、第２の終端装
置１１０、第３の終端装置１１５から計算されたタップ電圧である。
【００３２】
　次いで、故障１５０のある線路区間を求める。線路の特定は、故障のない線路区間を通
るループに沿った電圧降下は合計でゼロになることを認識することによって行うことがで
きる。残留電圧フェーザをループごとに計算する。残留電圧が最も低いループに、故障の
ない２つの線路区間が含まれている。換言すると、１つのみの線路区間に故障があり、故
障のない２つの区間により、２つの終端装置が実際のタップ電圧を推定することができる
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３の終端装置の間にあることになる。次の数式を使用して、各ループ内の残留電圧フェー
ザの大きさの二乗を指標として計算する。
【００３３】
【数３】

Ｒ２（１）、Ｒ２（２）、Ｒ２（３）は、大きさの二乗である。故障１５０がある線路の
指数Ｎ＝１、２、または３は、最小の残余電圧フェーザの指標と同じである。指標Ｒ２（
１）、Ｒ２（２）、Ｒ２（３）がすべて互いとほぼ等しい場合、故障はタップ２２０の近
くにある。
【００３４】
　故障１５０がある線路の指数Ｎが求められると、その線路区間に該当するデータを供給
された２終端装置線路のために導出された式を使用して、故障１５０の位置が特定される
。各式は、指数Ｎを巡回置換することにより他のどの式からでも得られる。各指数あるい
は線路についての式を以下に示す。まず、電流フェーザおよび上記の数式（５）で計算さ
れたタップ電圧の推定値を使用して、タップ点２２０における電圧フェーザの最良推定値
と、タップ２２０からの故障電流の寄与分とを計算する。
【００３５】

【数４】

次いで、終端装置１０５およびタップの電流フェーザおよび電圧フェーザから、故障１５
０がある線路区間の終端装置端１０５からの分数故障位置を計算する。タップ点２２０は
、２終端装置アルゴリズムにおける他方の終端装置とちょうど同じように作用する。した
がって、
【００３６】
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【数５】

続いて、分数距離に、影響を受ける線路区間の長さを乗算することにより、その特定の線
路に沿った実際の距離を計算する。
【００３７】
　　Ｄ＝Ｆ・Ｌ（Ｎ）　　（９）
　数式（８）は、必要な情報を利用可能な状態にしている３つの終端装置１０５、１１０
、１１５のいずれか、またはすべてで実施されることができる。３つの結果はすべて同じ
になる。図２の実施形態で説明したようなピアツーピアのアーキテクチャでは、３つの終
端装置１０５、１１０、１１５が各終端装置内で異なる指数を有することに多少注意を払
わなければならないことに留意されたい。理解されるように、３つの通信チャネルがすべ
て稼働している場合は、３つの終端装置はすべて故障１５０の位置を計算することができ
る。これに対して２つのみの通信チャネルが稼働している場合は、１つの終端装置１０５
、１１０、１１５、すなわち両方の稼働チャネルに接続されている終端装置１０５、１１
０、１１５のみが計算を行うことができる。１つのみのチャネルが稼働している場合は、
システム２００を使用して故障を検出あるいは位置を特定することはできない。理解され
るように、送電線回路および通信経路と接続されるか通信できる状態にあり、本明細書に
記載される実施形態に従って構成された従来の測定装置および／または計算装置を使用し
て、必要とされるすべての測定値を得、計算を行うことができる。
【００３８】
　さらなる実施形態では、終端装置の電圧から開始し、既知の故障位置１５０までの電圧
降下を減算することにより、故障１５０の箇所における対地（phase to ground）電圧を
計算することで、故障抵抗を計算することができる。
【００３９】
　故障抵抗は、システム１００、２００を使用して計算することもできる。故障１５０の
位置が特定されると、故障抵抗を推定するのは容易なことである。詳細事項は、故障の種
別と終端装置の数によって異なる。以下の説明では、２終端装置の場合の数式を考える。
３終端装置の場合の数式も同様であり、以下の２終端装置の説明から３終端装置の数式を
得る方法が理解されよう。
【００４０】
　一線地絡故障の場合、故障抵抗は、故障相の故障電圧フェーザと電流フェーザの比の実
数部を取り出すことによって推定される。電圧フェーザは、相電圧フェーザが分かってい
る終端装置端１０５、１１０、１１５から開始し、故障１５０の箇所における電圧降下を
減算することによって推定される。隣接する線路からの相互結合の影響の可能性が考慮さ
れる。図１および図３を参照して、Ａ相地絡の事例を考える。Ｂ相地絡またはＣ相地絡（
図３には図示せず）の数式も、該当する相からの数量を使用することを除いて同様である
。
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　初めに、隣接する線路からの零相の相互結合を計算する。
【００４２】
【数６】

次いで故障までの距離を計算する。
【００４３】
【数７】

相互結合の部分を計算する。
【００４４】

【数８】

次のように、隣接線路の３Ｉ０Ｍを３で割る。
【００４５】
【数９】

送電線のローカル端に流れ込む零相電流を計算する。
【００４６】
【数１０】

指数１は、ローカルの終端装置１０５、１１０から得られる電流測定値を指す。次いで、
故障１５０の地点における対地電圧を推定し、
【００４７】
【数１１】

故障電流を計算する。
【００４８】
【数１２】

指数１は、この場合もローカルの終端装置１０５、１１０から得られる電流測定値を指し
、指数２は、リモートの終端装置１１０、１０５から得られる電流測定値を指す。最後に
故障抵抗を計算する。
【００４９】
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【数１３】

相間故障抵抗は、以下の要領でより簡単に得ることができる。まず、故障のある地点にお
ける相間電圧を推定する。
【００５０】

【数１４】

ＡおよびＢは相を示し、１は、ローカルの終端装置１０５、１１０の指数である。次いで
、相間故障電流を推定する。
【００５１】

【数１５】

最後に、数式（１８）および（１９）の結果を使用して相間抵抗を計算する。
【００５２】
【数１６】

理解されるように、相間故障の分析は、零相結合が問題とならないので、より単純である
。
【００５３】
　三相故障の状況については、故障１５０の地点における複合電圧と複合電流の比の実数
部として、同等の故障抵抗が報告される。三相故障の場合は、以下のようにして、両端か
らの複合電圧および電流を使用して推定値を平均することにより、故障１５０地点におけ
る電圧のより正確な推定値を構築することができる。
【００５４】
【数１７】

よって、故障抵抗は
【００５５】
【数１８】

となる。
【００５６】
　再度図３を参照すると、図３に示す回路モデルを使用して、Ａ相からＢ相への地絡を考
える。零相ネットワークの関与を考慮するために、Ａ相およびＢ相それぞれに一線地絡の
数式を適用する。まず、隣接線路からの零相の相互結合を計算する。
【００５７】
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【数１９】

上記と同様に故障までの距離を計算し、
【００５８】
【数２０】

相互結合の部分を計算する。
【００５９】
【数２１】

次いで、隣接線路の３Ｉ０Ｍを３で割り、
【００６０】
【数２２】

送電線のローカル端１０５、１１０に流れ込む零相電流を計算する。
【００６１】

【数２３】

次に、Ａ相およびＢ相それぞれについて、故障の地点における対地電圧を推定し、
【００６２】

【数２４】

Ａ相およびＢ相それぞれの故障電流を計算し、
【００６３】

【数２５】

数式（２８）から（３１）までの結果を使用して、相間抵抗を求める。
【００６４】

【数２６】

最後に故障１５０の接地抵抗を計算する。
【００６５】
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【数２７】

　このように、故障１５０の抵抗は、故障種別と相互結合を考慮するために上記のように
様々な方式で計算することができる。故障抵抗の情報を故障の位置と組み合わせることに
より、送電線の事業者が、自社のシステムをより効果的に管理することが可能になる。上
記で述べたように、この情報は、故障の位置および／または故障抵抗を求めるために必要
なデータを受け取るように最少数の他の終端装置に接続されたどの終端装置からも得るこ
とができる。
【００６６】
　本発明の別の実施形態では、マルチエンド故障位置特定システムは、故障位置特定シス
テムの精度をさらに高めるために、故障の位置を求める際に充電電流の補償を含むことが
できる。この故障位置特定システムは複合信号ネットワークを利用するので、図４に示す
モデル回路は、このネットワークをかなりよく近似する。図４のモデルは、合計線路キャ
パシタンスと線路の両端における電圧Ｖ（１）、Ｖ（２）の平均とに応じて合計充電電流
が決まると想定することに相当する。この電流補償モデルにおける暗黙的な仮定は、線路
上の電圧は、一端からもう一端に向かって線路に沿って線形に変動するということである
。これは通常の（故障のない）状態時には該当するが、故障のある状態時には該当しない
。したがって、結果として、これらの仮定は故障状態によって破られることになる。これ
は、故障の検出には良好に機能するが、故障位置特定に対する充電電流の影響をさらに調
査することを必要とする。
【００６７】
　故障のある間、その線路における電圧プロファイルは、終端装置から故障へのほぼ２本
の直線となり、その結果図５に示すモデルとなる。ある機器が充電電流補償モードで本シ
ステムで作動している場合、各線路における複合電流フェーザは、
【００６８】

【数２８】

になり、Ｃは、複合励起電圧下で線路の複合充電電流を表すものと理解されるキャパシタ
ンスである。実際の状況では、このキャパシタンスは、線路のいわゆる正相または逆相キ
ャパシタンスに等しい。
【００６９】
　上記の故障位置特定アルゴリズム（６）、（７）、（８）では、単純に線電流の補償さ
れた電流値を使用するのが利便であることは理解されよう。好都合なことに、図４のモデ
ルと図５のモデルの違いを無視するいくつかの近似で数式を修正すると、数式（３４）の
電流を使用することができる。
【００７０】
　図５に示すような第１の終端装置１０５から故障１５０までの複合電圧降下の数式は、
【００７１】

【数２９】

となり、第２の終端装置１１０から故障１５０までの電圧降下は、
【００７２】



(14) JP 5490989 B2 2014.5.14

10

20

30

40

50

【数３０】

となる。
【００７３】
　数式（３５）および（３６）は、後に故障位置の推定値の精度を判定するために使用で
きる電圧と電流との関係を求める。あるいは、これらの式は、故障位置の最小二乗平均推
定値を求めるためにも使用することができる。しかし、このプロセスは結果としてＦにや
や複雑な係数を伴う４次多項式が来るため、実時間あるいは近実時間で解を得るためにこ
のアルゴリズムを実装することは効率的でない。これは、４次多項式は一般的な事例では
アプリオリに解くことができないので、数値解法を実時間で使用しなければならないため
である。いずれにせよ近似が必要になるので、より効率的で単純な手法は、式（３４）で
与えられる補償電流を位置特定アルゴリズムで使用し、その結果生じる故障位置の誤差を
解析することである。したがって、補償された複合電流フェーザを使用した２終端装置の
位置特定アルゴリズムは、
【００７４】

【数３１】

となり、一方、補償電流フェーザは、式（３４）で与えられる。
【００７５】
　次いで、上記の簡略化された解決法が十分に正確であることを示す。複合電流フェーザ
は、数式（３５）、（３６）を再構成することにより、故障１５０個所における電圧と、
終端装置１０５、１１０の電圧によって表すことができる。第１の終端装置１０５におけ
る電流は、
【００７６】
【数３２】

で与えられ、第２の終端装置１１０における電流は、
【００７７】
【数３３】

で与えられる。理解されるように、次の式により、故障１５０個所における開放電圧に対
する外乱で故障電圧を表すと利便である。
【００７８】
【数３４】
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　数式（３８）および（３９）に数式（４０）を代入すると、外乱電圧によって非補償電
流を表す次の同等の式が得られる。
【００７９】
【数３５】

数式（３４）に数式（４１）および（４２）を代入すると、次のような補償電流フェーザ
の式が得られる。
【００８０】

【数３６】

そして、数式（４３）および（４４）を数式（３７）に代入すると、次の計算された故障
位置の式が得られる。
【００８１】
【数３７】

　数式（４５）の位置特定アルゴリズムは、充電電流がない時に正確であることに気付か
れよう。さらに、数式（４５）は、Ｆが０または１になると誤差項がゼロになるので、線
路のどちらか一端の近くで生じた故障に対して優れた精度を提供する。同時に、数式（４
５）は、故障が線路上の他の位置にある時にも非常に正確な結果をもたらす。線路の中心
部近くに故障がある最悪の事例に対しても、誤差は非常に小さく、このことを以下の分析
によって証明する。線路の中間点近くに位置する故障の場合、数式（４５）は、実際の故
障の位置に対して次の近似を生成する。
【００８２】
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【数３８】

簡単な分析で、故障１５０が送電線の中間点の近くに位置する場合であっても数式（４５
）および（４６）の誤差が小さい理由が分かる。数式（４６）の次の項が残差を表す。
【００８３】
【数３９】

次の因子が数式（４７）中の数カ所に現われる：     
【００８４】
【数４０】

この因子は、
【００８５】
【数４１】

により、線路のインダクタンスとキャパシタンスにほぼ相関する。数式（４９）で与えら
れる因子は、電力系統周波数を線路の共振周波数で割った比の二乗であり、これは、線路
の長さを電力系統周波数における１波長で割った比の二乗でもある：
【００８６】
【数４２】

数式（５０）で与えられる因子はやや小さいため、数式（４７）を
【００８７】
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【数４３】

で近似することができる。数式（５１）の各因子は小さく、そのため線路の中間点に近い
故障であっても故障位置の推定値の誤差は小さい。
【００８８】
　以下の数値例によりこの精度をさらに実証する。３０度の終端間の電圧角度差で稼働す
る１６０ｋｍの線路の中間点の近くに単相故障があるとする。線路の中間点近くにある単
相故障の場合には、故障地点における外乱電圧が系統電圧の３分の１にほぼ等しいことを
示すことができる。典型的な線路の６０Ｈｚにおける１全波長の距離は、約８００ｋｍで
ある。線路全体にわたる電圧の大きさは、系統電圧に、線路全体にわたる角度の２分の１
の正弦の２倍を乗算した値にほぼ等しい。したがって、この例の誤差は、
【００８９】

【数４４】

となる。
【００９０】
　このように、長さ１６０ｋｍの線路に対して充電電流が補償された電流で数式（３７）
を用いることに伴う誤差は無視できるほど小さい。数式（５１）を用いると、残差は、線
路の長さの二乗として増大していくことも分かる。例えば、先の例で線路の長さを１６０
ｋｍから８００ｋｍに延ばすと、誤差が０．２％から５％に増大し、単純な充電補償の適
用性の実際的な上限を設定する。いずれの場合も、８００ｋｍを超えるものなど非常に長
い送電線については、長い送電線を表す微分方程式で充電電流をモデル化しなければなら
ないことが当技術分野でよく知られている。
【００９１】
　以上好ましい実施形態を参照して本発明について説明したが、本発明の技術的範囲から
逸脱することなく、本発明に関する分野の一般当業者により上記実施形態に各種の変更あ
るいは置換を行ってよい。
【００９２】
　本明細書に記載され、添付図に図示される故障位置特定システムの用途と構成は、例示
的なものに過ぎない。本開示では本発明の数個の実施形態のみを詳細に説明したが、本開
示を検討する当業者は、頭記の特許請求の範囲に記載される主題の新規な教示と効果から
実質的に逸脱することなく多数の変更が可能であることを容易に認識されよう（例えば、
複素数を表すために極座標を用いるか、直交座標を用いるか、あるいは、拡張されたＣｌ
ａｒｋｅ変換とは異なるが、あらゆる故障種別を反映し、地絡電流の影響を受けない複合
信号の形式を用いる等）。したがって、そのような変更はすべて、頭記の特許請求の範囲
に定義される本発明の範囲に包含されるものとする。工程や方法の段階の順序または順番
は、代替実施形態に従って変更あるいは、並べ替えてもよい。特許請求の範囲では、機能
＋手段の項はいずれも、記載される機能を行うものと本明細書に記載される構造、および
構造的均等物のみならず同等の構造を包含するものとする。頭記の特許請求の範囲に示さ
れる本発明の実施形態の主旨から逸脱することなく、好ましい実施形態およびその他の例
示的実施形態の設計、動作条件、および構成に、他の置換、修正、変更、および省略を加
えてよい。したがって、本発明の技術的範囲は、上記の実施形態だけでなく、頭記の特許
請求の範囲に該当するすべての実施形態を包含する。また、図面の符号に対応する特許請
求の範囲中の符号は、単に本願発明の理解をより容易にするために用いられているもので
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あり、本願発明の範囲を狭める意図で用いられたものではない。そして、本願の特許請求
の範囲に記載した事項は、明細書に組み込まれ、明細書の記載事項の一部となる。
【図面の簡単な説明】
【００９３】
【図１】本発明の一実施形態による２終端装置故障検出システムの模式回路図である。
【図２】別の実施形態による３終端装置故障検出システムの模式回路図である。
【図３】図１の２終端装置回路の故障抵抗モデルの模式回路図である。
【図４】さらなる実施形態による充電電流補償複合信号モデルの模式回路図である。
【図５】図４の充電電流補償複合信号モデルの変更を加えた模式回路図である。
【符号の説明】
【００９４】
　１００　複合信号ネットワーク
　１０５、１１０、１１５　終端装置
　１５０　故障
　２００　３終端装置システム
　２２０　タップ

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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